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第１章 地域経済の動向（地域別の景気動向の概観）

 2025年の景況感は、各地域とも物価上昇や米国通商政策に対する不透明感等により夏にかけて弱い動き。夏以降は関税に対する
不透明感の緩和により改善がみられるも、年末頃からは物価上昇の継続や寒波・大雪といった天候要因により改善の勢いが鈍化
（図１）。

 民間需要は、2025年１－３月期に８地域、４－６月期に７地域で前期比プラス。７－９月期は建築物省エネ法・建築基準法の改
正に伴う駆け込み需要の反動等もあり、８地域で前期比マイナス（図２）。

２

【図１】景況感（景気ウォッチャー調査の現状判断ＤＩ）の推移

（備考）図１は内閣府「景気ウォッチャー調査」により作成。
図２は、全国は、内閣府「国民経済計算」により作成。地域別は、内閣府「地域別支出総合指数
（ＲＤＥＩ：Regional Domestic Expenditure Index）」、内閣府「県民経済計算」により作成。

【図２】民間需要の推移
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第１章 地域経済の動向（分野別の動き【消費】）

 スーパー・コンビニ等販売額は、物価上昇を背景とした実質購買力の低下や早い梅雨明けといった天候要因により2025年７月か
ら９月頃にかけて一時的に鈍化。その後、物価上昇率の緩やかな低下に伴い実質賃金の対前年比マイナス幅が縮小する中で、伸
びが拡大（図１）。

 一方、百貨店販売額は、訪日外国人の動向の影響を受け、2025年初から伸びが鈍化。さらに、大災害が起こるとの風説が広がっ
たことから、同年夏にかけて前年比マイナスに転じる地域もみられた（図２）。

【図１】小売業（スーパー・コンビニ等）販売額の推移 【図２】百貨店販売額の推移
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（備考）図１及び２は経済産業省「商業動態統計」により作成。小売業販売額は、スーパー、コンビニエンスストア、家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンターの販売額の合計。地域区分は経済産業局区分による。関
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３
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第１章 地域経済の動向（分野別の動き【輸出・企業収益】）

 米国相互関税の発表を受け、2025年４月以降、特に輸送用機械出荷額の域内シェアが高い北関東、中国地方では米国向け輸出の
押下げ寄与が大きい（図１）。このうち自動車輸出については、輸出台数に比べ、輸出額の落ち込みが大きい（図２）。

 2025年度の経常利益計画は、３月調査から12月調査にかけて、大企業・製造業では輸送用機械出荷額の域内シェアが高い北関東、
東海、中国地方で計画値が大きく下方修正（図３）。

４

【図１】輸出額の推移

(１）北関東 （２）中国地方

【図３】経常利益計画の修正率

（１）全規模・全産業

【図２】自動車輸出額・輸出台数の推移

(１）北関東 （２）中国地方

（備考）図１及び２は、財務省「貿易統計」により作成。各税関を所在地に基づき本レポートの地域区分に分類し集計。図３は、日本銀行各支店「企業短期経済観測調査」により作成。北海道（札幌支店）、東北（仙台支店）、
北関東（前橋支店）、南関東（横浜支店）、甲信越（新潟支店）、東海（名古屋支店）、北陸（金沢支店）、近畿（大阪支店）、中国（広島支店）、四国（高松支店）、九州・沖縄（福岡支店）から作成している。な
お、データの制約上、北関東は群馬県、南関東は神奈川県、甲信越は新潟県、東海は愛知県・岐阜県・三重県の値を用いている。それ以外の地域は、本レポートの地域区分と同じ。 （２）のうち、北海道、北陸、四国、
九州・沖縄はデータの制約上、全規模・製造業の値を用いている。
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第１章 地域経済の動向（分野別の動き【雇用】）

 雇用について、有効求人倍率は各地域とも１を超える水準が続いているものの、緩やかに低下する動き（図１）。

 民間職業紹介の求人も、2025年夏頃にかけて減少する動き。米国の通商政策に対する不透明感から、企業が新規採用を手控えて
いた可能性。夏以降は多くの地域で求人が増加する動きに転じる（図２） 。

５
（備考）図１は、厚生労働省「一般職業紹介状況」により作成。季節調整値。就業地別。有効求人数には、海外の値は含まない。図２は、株式会社ナウキャスト「HRog賃金Now」により作成。民間職業紹介の求人は、インター

ネット上の100以上の媒体における求人広告をスクレイピングしたデータにおける求人数を指し、職業安定法上の職業紹介とは一致しない。図１及び２について、すべての地域でパートタイムを含む。

【図２】民間職業紹介の求人の推移【図１】有効求人倍率の推移
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第２章 地域経済に影響を及ぼす環境変化や事象
～景気ウォッチャーのコメント分析から見えること～（地域経済の関心の高い環境変化・事象）

 2025年に入ってからの景気ウォッチャー調査の現状判断理由コメントにおける主要キーワード言及割合は、「価・値上」「外国
人・インバウンド」「米国・関税」の割合が高い。特に「価・値上」はおおむね全ての地域で３割程度で推移。

 「外国人・インバウンド」の言及割合は、北海道、近畿や九州において、大災害が起こるとの風説が広まった2025年前半、中国
政府による渡航注意喚起のあった同年第４四半期以降増加。「米国・関税」の言及割合は、北関東、東海、中国地方において、
2025年４月の米国相互関税発表から日米関税交渉が合意された７月にかけて増加。

６（備考）図１は、内閣府「景気ウォッチャー調査」により作成。地域別に、主要キーワードを含むコメント数を全コメント数で除して算出。なお、例えば同一コメント内で「価・値上」、「外国人・インバウンド」の両方に
言及している場合は、「価・値上」、「外国人・インバウンド」の両方に含めて算出している。

近畿

東海

中国
地方

九州

価・値上 外国人・インバウンド 米国・関税 万博 賃上・春闘・最低賃金 円安・為替 金利・利上

【図１】現状判断理由コメントにおける主要キーワード言及割合の推移

2025年1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 2026年1-2月



北関東 南関東 東海 中国 九州

2025年3月 △ 0.6 △ 0.0 △ 0.2 △ 0.4 0.0

2025年4月 △ 1.0 △ 0.8 △ 1.2 △ 1.7 △ 0.3

2025年5月 0.4 △ 0.4 △ 0.2 △ 0.8 △ 0.1

2025年6月 △ 0.1 △ 0.8 0.1 △ 0.2 0.2

2025年7月 △ 0.4 △ 0.2 0.4 △ 0.7 0.1

2025年8月 △ 0.8 △ 0.1 0.5 △ 0.5 0.2

2025年9月 0.4 △ 0.1 0.0 △ 0.3 0.2

2025年10月 0.0 0.1 0.3 △ 0.1 0.0

2025年11月 0.0 △ 0.1 0.1 △ 0.2 △ 0.2

2025年12月 △ 0.6 △ 0.1 0.0 0.0 0.0

2026年1月 △ 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0

2026年2月 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0

北海道 南関東 東海 近畿 九州

2025年3月 0.1 0.0 0.3 0.9 0.3

2025年4月 △ 0.1 0.3 0.3 0.2 △ 0.2

2025年5月 △ 0.1 0.1 △ 0.1 0.4 0.3

2025年6月 0.2 △ 0.3 △ 0.2 △ 0.6 △ 0.0

2025年7月 △ 0.3 0.1 △ 0.4 △ 0.2 △ 1.1

2025年8月 0.8 0.3 0.0 0.8 0.4

2025年9月 △ 0.2 0.5 0.2 0.7 0.1

2025年10月 0.2 0.6 0.3 0.6 △ 0.2

2025年11月 △ 0.2 0.5 △ 0.1 △ 0.6 0.6

2025年12月 0.3 △ 0.1 △ 0.2 △ 0.1 △ 0.5

2026年1月 0.1 0.4 0.3 △ 1.2 △ 0.5

2026年2月 0.9 0.1 0.1 △ 0.9 △ 0.2

第２章 地域経済に影響を及ぼす環境変化や事象
～景気ウォッチャーのコメント分析から見えること～（地域経済の関心の高い環境変化・事象）

 主要キーワードに言及する景気ウォッチャーの景気判断が地域別の現状判断ＤＩに与える影響をみると、「価・値上」に言及
する景気ウォッチャーの判断は、物価上昇を背景として全国的に景況感を下押ししている。他方、

・「外国人・インバウンド」に言及する景気ウォッチャーの判断は、2025年春から夏頃及び年末以降の中華圏からの訪日客の
減少を背景に、近畿や九州で比較的大きな下押し要因（図１）。

・「米国・関税」に言及する景気ウォッチャーの判断は、米国相互関税が発表された2025年４月に、北関東、東海、中国地方
といった地域で大きな下押し要因（図２）。

（備考）図１は、内閣府「景気ウォッチャー調査」により作成。影響度は、地域別ＤＩと、各キーワードに言及していない回答者のＤＩとの差として算出している。押上げの影響度が大きいほど赤色が濃くなり、押下げの影響
度が大きいほど青色が濃くなる。

【図２】「米国・関税」【図１】「外国人・インバウンド」
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い

日米関税交渉の合意が
なされた2025年７月
以降押上げに転じた地
域もみられる

各キーワードに言及するウォッチャーの判断の地域別現状判断ＤＩへの影響度
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第２章 地域経済に影響を及ぼす環境変化や事象
（インバウンド需要の変動、米国の関税措置の影響から確認できる脆弱性）

 訪日外国人の宿泊者数は全国的に増加しており、インバウンド需要の各地域経済への貢献度が高まっているものの、南関東・近
畿の全体に占める割合は約３分の２（図１）。2025年夏頃及び年末以降の動きを業種別にみると、宿泊施設は前年と比べて稼働
率低下がみられない一方、免税売上の大きい百貨店は売上が鈍化（図２、３）。

 米国向けの輸出割合は北関東で約４割と最も高く、自動車については北関東、中国地方で特に高い（図４）。製造業に強みを持
つ地域ほど、輸出の減少が地域企業の収益に与える影響が相対的に大きい（図５）。

【図４】地域別輸出先構成比（2024年、輸出先上位３か国）
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【図２】近畿地方の宿泊施設の

客室稼働率の推移
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（備考）図１及び２は、観光庁「宿泊旅行統計調査」により作成。その他地域は、東北、北関東、甲信越、北陸、中国、四国の合計。2025年は速報値。図３は、日本銀行大阪支店「百貨店免税売上高（関西地域）」により作成。
大阪、京都、神戸の百貨店。図４は、財務省「貿易統計」により作成。各税関を所在地に基づき本レポートの地域区分に分類し集計。図５は、内閣府「県民経済計算」の営業余剰・混合所得、財務省「貿易統計」によ
り作成。括弧内の値は係数のｔ値。製造業シェアが高い地域とは、本レポートの地域区分（12地域）のうち域内の製造業シェアが高い６地域（北関東、甲信越、東海、北陸、近畿、中国）を指す。

【図３】関西地域の百貨店

免税売上額の推移

【図１】訪日外国人延べ宿泊者数の推移

【図５】地域別の輸出額と企業収益の関係
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第３章 地域経済が直面する課題（本レポートのまとめ）

 地域の経済動向を総括すると、各地域ともに物価上昇の影響を懸念しつつも、総じて持ち直しが続いている。ただし、米国関
税引上げ、訪日外国人減少等の環境変化・事象の発生に伴い影響を受ける地域・業種もあり、引き続き注意が必要。

 地域主要産業の動向が域内他産業に波及する可能性（図１）。こうした波及効果を通じ域内経済の好循環を起こすことが重要
である一方、企業収益の減少が続けば、雇用・賃金引上げ鈍化等を通じて地域経済を下押しし、影響が拡大する可能性。外的
ショックの影響拡大を防ぐため、中長期的視点では需要先の多様化が必要。

 宿泊・飲食サービス業等の観光関連業種の労働生産性は他業種と比較して低い水準にとどまる（図２）。小売業ではセルフレ
ジ等の導入が進み、宿泊業でもホテル運営の自動化・効率化に向けた実証実験を実施（図３、４）。こうした取組を通じ、地
域の成長力の強化に向け、生産性の低い業種の生産性向上を図ることが重要。

９

【図４】沖縄県の実証実験施設における主な実証内容
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（備考）図１は、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、総務省「国勢調査」、経済産業研究所「R-JIPデータベース2021」により作成。図２は、経済産業研究所「R-JIPデータベース2021」、厚生労働省「賃金構造基本統計調
査」により作成。図１及び図２の括弧内の値は係数のｔ値。図３は、一般社団法人 全国スーパーマーケット協会「スーパーマーケット年次統計調査 報告書」により作成。図４は、施設運営事業者提供資料により作成。

【図３】セルフレジ等の地域別導入状況（2025年）【図１】製造業賃金の非製造業賃金への波及係数
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【図２】都道府県別の労働生産性と賃金の関係

（１）全産業 （２）宿泊・飲食サービス業


